
富里市農産産地支援事業補助金交付要綱 

 

（令和４年３月３１日告示第５７号） 

 

改正  令和５年３月１４日告示第３０号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、米の需給調整の推進のための麦及び大豆の生産拡大並び

に落花生等特産作物の生産性向上及び生産出荷体制の整備を図り、消費者の

ニーズを踏まえた高品質化及び良品質化を進め、付加価値を認めてもらえる

生産物の産地育成に必要な機械施設の整備及び産地強化のための再編整備を

目的とする。 

（補助対象者） 

第２条 補助の対象者は、農業協同組合、農業者が組織する団体及び農業経営

基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）に基づく認定農業者（以下「事

業主体」という。）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助を受けようとする事業を行う者（法人その

他の団体にあっては、その役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役若

しくはこれらに準ずる者、相談役、顧問その他の実質的に当該団体の経営に

関与している者又は当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する者を

いう。以下同じ。））が次の各号のいずれかに該当するものであるときは、

当該事業は、補助の対象とならない。 

 （１） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号。以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴

力団員」という。） 

 （２） 次のいずれかに該当する行為（イ又はウに該当する行為であって、法令

上の義務の履行としてするものその他正当な理由があるものを除く。）

をした者（継続的に又は反復して当該行為を行うおそれがないと認めら

れる者を除く。） 

ア 自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害を加える

目的で、情を知って、法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）又は暴力団員を利用する行為 

イ 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなること

を知りながら、暴力団員又は暴力団員等が指定した者に対して行う、

金品その他財産上の利益若しくは便宜の供与又はこれらに準ずる行為 



ウ 市の事務又は事業に関し、請負契約、物品を購入する契約その他契

約の相手方（法人その他の団体にあっては、その役員等）が暴力団員

であることを知りながら、当該契約を締結する行為 

 （３） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（交付） 

第３条 事業主体が農産産地支援事業補助金交付要綱及び農産産地支援事業実

施要領（平成２４年６月１日付け生振第１１４号千葉県農林水産部長通知）

に基づいて行う事業に要する経費に対し、富里市補助金等交付規則（平成１

９年規則第１０号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基づき、予算の

範囲内において補助金を交付する。 

（補助対象経費及び補助率） 

第４条 補助の対象となる経費及び補助率は、別表のとおりとする。 

（交付申請） 

第５条 事業主体は、規則第５条の規定により補助金の交付の申請をしようと

するときは、補助事業の着手前までに、補助金等交付申請書に次に掲げる書

類を添えて市長に提出しなければならない。 

 （１） 事業計画書 

 （２） 見積書 

 （３） 見取図 

 （４） 設計図 

（交付の決定） 

第６条 市長は、前条に規定する交付申請があった場合は、速やかに内容を審

査し、適正と認めたときは、規則第８条の規定により通知するものとする。 

（実績報告） 

第７条 事業主体は、補助事業が完了したときは、規則第１５条の規定により

事業完了の日から３０日以内又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日ま

でに、市長に補助事業等実績報告書を提出しなければならない。 

（交付額の確定） 

第８条 市長は、前条に規定する実績報告があったときは、速やかに内容を審

査し、適当と認めた場合は、規則第１６条により通知するものとする。 

（交付の請求） 

第９条 事業主体は、規則第１８条の規定により補助金の交付を請求しようと

するときは、補助金等交付請求書を市長に提出しなければならない。 

（概算払の請求） 

第１０条 事業主体は、規則第１９条の規定により補助金を概算払又は前金払に



より交付を受けようとするときは、補助金等概算払（前金払）等交付請求書

を市長に提出しなければならない。 

（暴力団密接関係者） 

第１１条 規則第２０条第１項第３号の市長が定める者は、第２条第２項第２号

又は第３号に該当する者（補助事業を行う者が法人その他の団体である場合

にあっては、その役員等が同項各号のいずれかに該当する法人その他の団体）

とする。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

 （失効） 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

附 則（令和５年３月１４日告示第３０号） 

この告示は、公示の日から施行する。ただし、第３４条の規定は、令和５年

４月１日から施行する。 

別表（第４条関係） 

事業区分 補助対象経費 補助率 

種子・産地育成型 農産産地支援事業補助金交

付要綱及び農産産地支援事

業実施要領の定めるところ

による。 

事業費の３分の１以内 

（千円未満切捨て） 

 


